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（PPA活用など再エネ価格低減等を通じた
地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業）

データセンターのゼロエミッション化・レジリエンス強化促進事業
③コンテナ型データセンター等導入支援事業
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１ 応募に必要な書類

提出書類 形式* 備考

ア 【様式１】 応募申請書 Word* Word版も提出すること。

イ

【別紙１】 実施計画書 Word* Word版も提出すること。

【別添１－１】 事業実施場所の地図 －
事業実施場所、広域地図、詳細地図、事業実施場所へ
のアクセスルートを記載ください。

【別添１－２】
導入予定設備の概要
設備のシステム図、配置図、仕様書など

－

【別添１－３】
ＣＯ２削減効果の算定根拠
ハード対策事業計算ファイルなど

－

【別添１－４】 実施体制表 －

【別添１－５】 実施スケジュール Excel* 任意の様式でも可。

ウ

【別紙２】 経費内訳 Excel*
経費内訳と経費区分集計表は、1つのExcelファイルとして
提出すること。

【別添２】 経費内訳根拠資料（見積書、積算書） － 内訳書を含む

エ 【別紙３】

経理的基礎等に関する提出書類
（地方公共団体）予算書
（民間団体）直近の２決算期の

貸借対照表及び損益計算書

－

オ 【別紙４】
業務概要・定款
業務概要及び定款（又は寄附行為）

－ 民間団体が代表事業者として応募する場合に添付すること。

カ 【別紙５】

その他参考資料
役割分担及び債務負担等に関する協
定・覚書・契約等の案
データセンター事業運営の体制・位置づけ
がわかる資料

－

応募申請書の様式及び添付書類

*ＨＰからダウンロードして作成すること。

各書類は、以下の電子ファイル名に従って作成し、全てPDFで提出すること。
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ア【様式1】応募申請書［記載例］

応募する補助事業名を確認すること。

２ ア【様式１】応募申請書ー１

申請者（応募申請書）の
発行日を記入すること。
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ア【様式1】応募申請書［記載例］続き

申請者は、【別紙１】実施計画書
に記載の「事業実施の団体名・代
表者」とすること。

共同実施者がある場合は、共同
実施者の「団体名・代表者」を記
載すること。

【別紙１】実施計画書に記載の事
業実施の担当者（事業の窓口と
なる方）を記載すること。
※申請者の所属であること。

２ ア【様式１】応募申請書ー２
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イ【別紙1】実施計画書［記載例］

代表事業者の団体名・
代表者名（役職）を記入
すること。

窓口担当者の上司を
記入すること。

（共同事業者がある場合）
共同事業者を記入すること。

事業実施場所（所在地）
を記入すること。
（例：〇〇県○○市

実施場所のわかる地図
を添付すること。）

３ イ【別紙１】実施計画書ー１

窓口担当者を記入すること。
（代表事業者の所属の方）
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事業の要件に適合していることが分かるよう
に、事業の目的と概要を記入すること。

再エネ調達に関
する計画を記入、

算定根拠資料も
添付すること。

３ イ【別紙１】実施計画書ー２

再エネ由来電力の調達計画・
方法等を記入すること。
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コンテナ・モジュール型データセン
ターの導入や利用を検討する者へ
の波及効果等について記入するこ
と。

導入する機器・設備等をまとめた
一覧表を作成すること。

３ イ【別紙１】実施計画書ー３
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３ イ【別紙１】実施計画書ー４

計算式とともにＣＯ２削減コストを算出すること。
算出に使用した数値の根拠資料を添付すること。

ＣＯ２削減効果の算出の基となったデー
タ・数値の設定根拠及び引用元などの根
拠資料を添付すること。

ガイドブックに寄らずＣＯ２削減効果を計
算する場合は、その算出方法及び根拠
資料を添付すること。

導入する設備種別ごとに算出した「年間
ＣＯ２削減量」を、Excel等で表に纏めて
事業全体のＣＯ２削減量を記載すること。

複数年度の場合は、すべての年度の合
計とすること。

ＩＣＴ機器、冷却機器等の比較対象
設備は、法定耐用年数以内に市場
に投入された設備のカタログ値とす
ること。
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図表などを用いて分かりやすく記載
すること。

耐用年数を経過するまでの間、適
正にデータセンター事業を行うため
の事業運営体制、保守点検体制・
保守計画などについて記載するこ
と。

契約・検収・支払い・完了実績報告
書の予定も記載すること。

３ イ【別紙１】実施計画書ー５

資金の調達状況など、できるだけ詳
しく記入すること。

事業用地の確保状況などについて
も記入すること。
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イ【別添1ー１】事業実施場所の地図［記載例］

４ イ【別添１－１】事業実施場所の地図

補助事業を実施する場所（コンテナ型データセンター及び再エネ発電設備
導入場所）をわかりやすく表示すること。

 

    

事業実施場所へのアクセスルート
最寄り駅：ＪＲ○○線 △△駅
最寄駅からの交通手段：□□バス △△行 ◇◇停留所
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【別添１－２】導入予定設備の概要
導入予定設備の機器一覧、システム図、配置図など概要のわかるものを添付
すること。

【別添１－３】ＣＯ２削減効果の算出根拠
導入する設備種別ごとに、ハード対策事業計算ファイルなど計算に使用した
数値の根拠資料を添付すること。
合わせて、ＣＯ２削減量及びＣＯ２削減コストを整理した表を提出すること。

【別添１－４】実施体制表
事業の実施体制・組織について体制図と共に記入すること。
補助対象となる設備を申請者以外の事業者等が運転・管理する場合には、そ
の事業者等を含めて記入すること。
また、共同で交付申請する場合は、代表事業者・共同事業者の役割を明確に
すること。
ファイナンスリース契約などにより設備導入を行う場合は、契約関係を明確
にすること。

５ イ【別添１－２～４】導入予定設備の概要、
CO2削減効果の算出根拠、実施体制表
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イ【別添1ー５】実施スケジュール［記載例］

６ イ【別添１－５】実施スケジュール
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ウ【別紙２】経費内訳［記載例］

見積書・積算書等をもとに、補助対象経費の内訳を経
費区分ごとに集計して記入すること。
（経費区分集計表に記入されたものが転記されます。）
（経費区分とは、公募要領の別表第２を参照）

・塗り潰しセルに金額を記入すること。
・（２）寄付金その他の収入がない場合は、
０円と記載すること。
・その他セルは（別シート：経費区分集計表
で）計算された金額が記載されます。
（記載された金額を確認すること。）

補助金所要額は、１,０００円未満の端数は
切捨てとなります。

補助対象経費支出予定額の合計は自動計算さ
れ、（４）のセルに転記されます。

７ ウ【別紙２】経費内訳ー１
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・経費内訳作成のための参考資料として、見積書・積算書等の額を
記入し集計すること。

・見積書が複数枚ある場合は各々を一覧表に記入し、合計した額を
【別紙２】経費内訳に経費区分ごとに記載すること。（転記されます）

７ ウ【別紙２】経費内訳ー２

経費区分集計表の作成

経費区分集計表で集計された金額が
【別紙２】経費内訳に転記されます。
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ウ【別添２】経費内訳根拠資料

１．経費内訳に記載した補助対象経費の根拠資料を添付すること。

見積書・見積内訳書、積算書など

２．見積内訳書は、

「一式 ○,○○○円」の記載ではなく

「単価×数量 ○,○○○円」など、詳細が分かるようにすること。

３．各々の単価（材料費、労務費など）は、

「建設物価」「公共工事設計労務単価表」と照らし、適正な価格と

なっているか確認すること。

４．管理費（共通仮設費、現場管理費、一般管理費）は、

「公共建築工事積算基準」と照らし、適正な金額となっているか確認

すること。（計算式及び計算の元となった数値を明確にする。）

８ ウ【別添２】経費内訳根拠資料ー１
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８ ウ【別添２】経費内訳根拠資料ー２（参考）

公共工事設計労務単価
（大阪府・電工の場合）

マーキング等で
分かりやすくする
こと。
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公共建築工事共通費積算基準

８ ウ【別添２】経費内訳根拠資料ー３（参考）

対象工事にあった算定式で確認


